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専門はeスポーツ、情報通信分野、金融分野における事業戦略およびマーケティング戦略

今、世界でeスポーツに注目が集まっており、その市場は急速に拡大してい
る。日本でもさまざまな企業がeスポーツに着目し始めているが、市場とし
て未熟であり、その熱量も海外には及ばない。日本でeスポーツが産業とし
て発展していくために、中長期的にはどのような取り組みが求められるのか
を考察する。

eスポーツは一大産業になり得るか
─国内eスポーツ市場の現状と展望─

eスポーツとはどんなものか

「eスポーツ」とは、「エレクトロニック・

スポーツ」の略で、広義には、PCや家庭用

ゲーム機などの電子機器を用いて行う、ビデ

オゲームを使った対戦をスポーツ競技として

捉える際の名称である。ビデオゲームには、

主にPCゲーム、家庭用ゲーム、スマート

フォン（スマホ）ゲーム、ゲームセンターに

置かれているアーケードゲームが含まれる。

大会では選手が見ているものと同じ画面が

大型のディスプレーに表示され、他のスポー

ツ中継と同様に専門の解説者も登場し、観客

に状況を伝えながら進行していく。個人対個

人でなく、数名のチーム同士が対戦するもの

では、インターカムを着けた選手同士が活発

にコミュニケーションを取りながら、それぞ

れの役割を果たしつつ、勝敗を争う。

日本国内ではまだ認知度が低いが、海外に

目を向けると、他のプロスポーツに引けを取

らない人気を博している国も多くある。例え

ば韓国では、eスポーツ専門チャンネルが設

立されているほどである。

また2018年のアジア競技大会（インドネシ

ア・ジャカルタ）では、デモンストレーション

種目としてeスポーツが採用され、2022年大

会（中国・杭州）では正式種目として採用さ

れることが決定している。日本国内において

も、2019年9月から10月にかけて開催される

茨城国体と並行して、都道府県対抗のeスポー

ツ大会が実施される予定だ。また、2024年に

開催されるパリオリンピック・パラリンピック

の新種目としても、eスポーツの採用が検討さ

れており、将来的なオリンピック種目入りも期

待されている。市場も爆発的に拡大しており、

2018年には9億5,660万ドル（約1,000億円）

に達し、2021年には16億ドル（約1,800億

円）超に達するとされている（図1参照）。

一方、世界的なゲームのハードウェアメー

カーとなった任天堂やSONYを輩出した日本

では、2018年のeスポーツの国内市場規模の

推定は約48億円と、前年比の約13倍に大き

く拡大している（Gzブレインの調査より。

http://gzbrain.jp/pdf/release181211.pdf）。し

かし、世界と比べるとまだ小さく、市場拡大

にはクリアすべき課題が多いのが現状である。
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他業種や大手企業の参入

世界と比較して、まだ日本のeスポーツ市

場は小さいが、2017年以降さまざまな企業

が参入し、盛り上がりを見せ始めている。

2017年3月には、KDDIが、Sun-Genceと

のスポンサー契約を締結した。Sun-Genceは、

プロeスポーツチーム「DetonatioN Gaming」

を運営している。従来国内では、プロeス

ポーツチームのスポンサーには、eスポーツ

に直接関わりのある企業が多かった。ゲーム

会社の他、PC周辺機器メーカーなどが挙げ

られるが、異業種であるKDDIの参入は大き

な注目を集めた。

こうした異業種からの参入が相次いだこと

で、プロリーグ環境の整備も進んできた。

2018年3月には、4社（エイベックス・エンタ

テインメント、Cygames、AbemaTV、CyberZ）

で、 プ ロ リ ー グ「RAGE Shadowverse Pro 

League」を 共 催 することが 発 表 され た。

Cygames が 展 開 す る 人 気 ス マ ホ ゲ ー ム

「Shadowverse」上で競われるプロリーグで、

各選手は参入する6チームのいずれかに所属

し、腕を競い合う。次ページの表1に示すよ

うに、KDDIの他、食品メーカー、小売り、

テレビ放送局、自動車など、ゲーム業界以外

の企業が多く参入したことで非常に関心が高

まっている。

リアルなスポーツのeスポーツ化も顕著で

ある。Jリーグを運営する日本プロサッカー

リーグは、明治安田生命が特別協賛する形で

サッカーゲームのeスポーツ大会「明治安田

生命eJ.LEAGUE」を主催している。また日本

野球機構（NPB）は、コナミデジタルエンタ

テインメントとともに「eBASEBALL パワプ

ロ・プロリーグ」を主催している。従来のス

ポーツと異なり、eスポーツは年齢や性別な

どに関係なく誰もが参加できる。

加えて、若年層への情報発信力が高いとい

う特徴がある。1人1台スマホを持つのが当

たり前になり、前述の「Shadowverse」のよ

うにスマホでできるゲームも多い。プレー

ヤーは10代、20代の若年層が大多数である。

若者のテレビ離れが叫ばれて久しく、彼らへ

のアプローチに各社が四苦八苦するなか、e

スポーツを通じてアプローチしたいという狙

いがある。1つのメディアとして、eスポー

ツの価値が高まっている。今後もさまざまな

業種からの参入が相次ぐだろう。

企業にとって、最も手早い参入方法の1つ

が、大会への協賛である。しかし、それに

よって急激に会社の売り上げが伸びることは

ないだろう。

2016年にeスポーツ市場に参入し、最前

線で取り組む企業として、ビットキャッシュ

がある。同社は、多くのゲームタイトルで国

内トップクラスの実力を誇るプロチームを有

し、大会を開催できる施設の運営なども手掛

けている。同社の代表取締役社長である井草

図1　世界のeスポーツ市場規模
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雅幸氏は、eスポーツ

におけるビジネスチャ

ンスとして「選手育成

やチーム運営が直接的

にビジネスとして儲か

るとは捉えていませ

ん。現状の投資フェー

ズが終わったとしても

同様ですね。しかし、

チームが活躍すること

でeスポーツ業界が全体として盛り上がって

くると、eスポーツは若者に刺さるコンテン

ツなんだといろんな企業や自治体が認識し始

めると思います。いまもその流れが加速して

いますが、そうなれば自然と人が集まる場が

増えていきます。人が集まるところにはビジ

ネスチャンスがあるんです。その場で何かを

販売する、広告効果が期待できるなど、さま

ざま考えられますね。」と述べており（https://

shibuya-game.com/archives/28232/2）、現

在はまだ投資段階であり、中長期的には確実

な利益が見込めると考えている。

eスポーツが若者にとって魅力的なコンテ

ンツであるからこそ、これからeスポーツ市

場へ参入を考えている企業は、ビットキャッ

シュのように、将来的なLTV（顧客生涯価

値）を見込んで企業のファンを育てるつもり

で、eスポーツに関わっていくべきだろう。

先に挙げたプロリーグに参入している企業

も、目先の利益を追い求めているのではな

い。自社のチームを応援してもらう、eス

ポーツを一緒に盛り上げる企業として認知し

てもらうことで、多くの若者を惹き付け、将

来の顧客を育てているともいえる。未熟な日

本のeスポーツ市場においては、こうした中

長期的な取り組みが求められる。

eスポーツは「ゲーム」か「ス
ポーツ」か

盛り上がりを見せるeスポーツであるが、

特に国内においては、さまざまな課題を抱え

ている。その1つが、「eスポーツは“スポー

ツ”なのか」という問題である。結論から言

えば、eスポーツは「ゲーム」であり、「スポー

ツ」でもあるというのが筆者の考えである。

こ の 問 題 の 原 因 の 1 つ が「 ス ポ ー ツ

（sports）」という言葉の捉え方にある。日本

でスポーツといえば、身体運動を伴うものと

いうイメージが強い。だが本来のsportには

「楽しむこと・競い合うこと」という意味が

あり、必ずしも身体運動を伴うとは限らな

い。囲碁や将棋がマインドスポーツとも呼ば

れるように、eスポーツも、身体運動を伴わ

ないスポーツと捉えるべきと考える。

eスポーツを代表するゲームタイトルとし

て、「League of Legends」（LoL）がある。米

国市民権・移民業務局は、LoLの公式大会を

表1　異業種からの主な参入事例
参入企業 時期 概要

KDDI「au」
2017年3月 プロeスポーツチーム「DetonatioN Gaming」を運営するSun-

Genceとスポンサー契約を締結。

2018年8月 日本eスポーツ連合とオフィシャルスポンサー契約を締結。

日清食品グループ 2018年1月
世界最大規模の対戦格闘ゲーム大会「EVO」の日本初開催となった
「EVO Japan 2018」にトップ・パートナーとして特別協賛。同年8
月の「EVO 2018」（米国ラスベガス）でも協賛。

イオン 2018年6月
ウェルプレイドが主催するeスポーツ大会に、協賛企業として賞金を
提供し、大会のライブビューイングをイオンシネマにて上映すること
を発表。

日本テレビ 2018年6月 eスポーツ事業に特化した子会社アックスエンターテインメントを設
立し、プロチーム「AXIZ」を結成。

トヨタ自動車 2019年3月
FIA公認の「FIAグランツーリスモ・チャンピオンシップ」のオフィ
シャルパートナーに就任し、PS4用ソフト『グランツーリスモ
SPORT』内で世界規模の大会を開催すると発表。
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プロスポーツと認定し、出場選手に対してプ

ロアスリートビザを発行している。このよう

に、すでに海外ではeスポーツがプロスポー

ツの1つとして正式に認められている。

また、学校の部活動においても課題があ

る。国内でもeスポーツが広がりを見せ、「全

国高校eスポーツ選手権」などの大会も開催

されるなか、相次ぐ大手企業の参入や、プロ

選手を養成する専門学校の設立、eスポーツ

を授業科目の1つとして扱う学校が出てきた

ことにより、全国各地の高校でも部活動とし

てeスポーツを取り入れる動きが出てきてい

る。しかし、eスポーツはビデオゲームを用

いた競技のため、学校の部活動でビデオゲー

ムをすることへの抵抗感などから、根強い反

対意見も少なくない。

一方で、eスポーツ部推進派からは、「（マ

インドスポーツであり、ゲームである）囲碁

や将棋が部活動として認められているのに、

なぜeスポーツは認められないのか」といっ

た意見や、「体に不自由のある生徒でも参加

できる」などの意見がある。

こうした状況もあり、eスポーツがスポー

ツとして受け入れられるようになるには、ま

だ時間がかかるだろう。しかし、正式にオリ

ンピック種目として決まれば、受け入れられ

るようになるのではないだろうか。

日本のeスポーツのこれから

日本のeスポーツ市場は、その規模も熱量

も海外にはまだまだ及ばない。先に述べたe

スポーツがスポーツとして認知されていない

ということ以外にも、法整備など、解決すべ

き課題は多く残っている。流行しているゲー

ムタイトルやそれをプレイする環境も大きく

異なっており、ただ海外の事例を追従するの

ではなく、日本独自の発展が求められる。

その1つがプロリーグの整備であると筆者

は考える。海外のように大規模の大会を開催

し、何億円もの賞金を出すのは、現状では困

難である。まずはプロリーグを整備し、選手

やスタッフが十分に生計を立てられるような

環境づくりが重要である。他のスポーツ選手

のように、eスポーツの選手がゲームをする

ことで生計を立てられる職業として認められ

るようになれば、今よりも多くの人がeス

ポーツ選手を目指すようになり、プレーヤー

の増加も期待できる。プレーヤーが増えて盛

り上がれば、観客や視聴者が増え、スポン

サーが増えることで賞金が増え、さらにプ

レーヤーが増えるというような好循環が生ま

れる。それにより、日本のeスポーツ市場の

拡大が望めるだろう。人が集まることによっ

て、さまざまなビジネスチャンスも生まれる。

現在、国内には大小合わせて約50のプロ

eスポーツチームが存在する。KDDIをはじ

めとする大手企業の参入により、少しずつ環

境が改善しつつあるのは事実だが、マネタイ

ズに成功しているのはその中でも一部にすぎ

ない。海外では、スポンサー企業からの支援

だけでなく、自治体がeスポーツチームや大

会を誘致するなど、自治体から支援を受けて

いる事例もある。

日本国内のeスポーツの発展には、こうし

た事例のように企業だけでなく自治体をも巻

き込んで、業界全体が一体となって取り組む

ことが重要である。 ■
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